
事務事業評価の評価結果について（平成２９年度の事業に対する評価）
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

教育総務課

事務局管
理事業
（各教育
事務所含
む）

　職員共済費、臨時職員賃金、
事務局（所）運営に係る需用費
や役務費など、教育委員会事務
局の事務全般を円滑に行うため
の経費を執行しており、適正な
執行管理を基本に効果的かつ効
率的な管理運営に努めていま
す。

教育委員会事
務局の事務経
費の効率的執
行

　教育委員会事務局の事
務経費について、円滑な
運営を確保しつつ効率的
な執行を図ります。

教育委員会事務局の
事務経費の効率的執
行

教育委員会庁舎が移転
し、教育委員会庁舎２階
にコピー機が設置された
ことに伴うＰＰＣ用紙や
パフォーマンスチャージ
代の増
今後、事務用消耗品を極
力控え、適正に経費を執
行することに努めてまい
ります。

3

平成２９年度による執行
状況の減の主な理由は、
共済費の減によるもので
ありました。今後、教育
委員会事務局の事務経費
の更なる適正な執行管理
及び効率的な運用に努め
ます。

現状維持
引き続き、事務経費の適
正な執行管理及び効果的
な運用に努めます。

　 平成２７年４月１日の地方教
育行政の組織及び運営に関する
法律の一部改正により、津市総
合教育会議が設置されました。
教育委員会においては、議案審
議や教育施策の協議等による円
滑な課題解決を図るとともに、
総合教育会議において市長部局
と教育委員会の協議・調整を図
り、より市民に開かれた教育施
策の展開を図ります。事業費

は、教育委員会の活動に係る諸
経費で、教育委員の報酬・旅費
及び教育委員会に関わる団体の

負担金等です。

教育委員
会関係事

業
教育総務課

総合教育会議の開催
による協議・調整事
項の協議及び円滑な
委員会の開催による

議案の審議

平成27年４月１日から津
市総合教育会議が設置さ
れたことにより、教育、
学術及び文化の振興に関
する総合的な施策等につ
いて、協議・調整を行う
ため、また、委員会は、
定期的な開催は毎月１回
とし、必要に応じて、臨
時的に開催し、議案等を
審議することで、円滑に

会議を進めます。

円滑な総合教
育会議及び委
員会の開催

平成２７年４月１日の津
市総合教育会議の設置に
より、平成２９年度は当
該会議を５回開催し、

「みさとの丘学園開校後
の状況について」をはじ
めとして、「放課後児童
クラブの現状と課題につ
いて」、「外国につなが
る子どもの教育につい

て」、「幼児教育につい
て」及び「学校現場に関
わる方々との懇談結果に
係る次年度以降の取組案
について」等について、
協議・調整を行いまし

た。また、教育委員会に
ついては、突発的な事案
や総合教育会議の協議・
調整事項に対し、定例会
だけでなく、随時、臨時
会等を開催することによ
り、課題の検討・整理や
問題解決等を図ることが

できました。
平成３０年度について

は、平成３０年４月に策
定した教育振興ビジョン
の施策達成に向けて、よ
り市民の方に開かれた教
育施策の推進を行うとと
もに、学校現場の教職員
や保護者や関係機関の

方々に本市の教育行政に
対する意見を伺い、その
実態を把握し、総合教育
会議で議論を進め、より
市民の方に開かれた教育
施策の推進に引き続き努
めます。また、教育委員
会の活動を広く市民にお
知らせするため、教育委
員会のさらなる情報発信

に努めます。

拡充・充
実

総合教育会議の開催によ
り、課題事項について、
協議・調整を行いまし

た。
また、教育委員会を定例
的に開催するとともに、
突発的な事案に対しては
随時、臨時会を開催する
ことにより、円滑な課題
解決を図ることができま

した。

4

総合教育会議において、
協議・調整事項について

協議しました。
また、定期的な教育委員
会及び臨時的な教育委員
会を開催し、議案審議等
を適切に行うことができ

ました。

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

教育総務課

教育振興
事務事業
（教育総
務課）

　私立高等学校等の教育条件の
維持・向上に資するため、私学
振興補助を行います。

私学振興補助
金の適正な執
行

私学振興補助金について
は、平成２０年度に交付
対象及び交付基準額の見
直しを行いましたが、当
該補助金の趣旨、目的を
踏まえ、教育環境の変化
に対応した補助事業の適
正な執行を図ります。

私学振興に資するた
めの補助事業の適正
実施

補助対象校数は昨年度と
変わりませんでした。
市内校通学者が減少
（1,189人→1,178人）
し、市外校通学者も減少
（425人→405人）した
ため、交付金額が減とな
りました。

4

市内及び隣接市の私立高
等学校に対し、補助金を
交付したことにより、教
育の振興、設備の充実を
図ることができました。

現状維持

私学振興補助事業を通
じ、本市に在住する生徒
の教育環境の充実を引き
続き推進します。

教育総務課

学校管理
運営事業
（各教育
事務所含
む）

　小学校における教育の機会均
等を保障し、教育水準の維持向
上を図ることを基本に、教育環
境の充実をめざすとともに、学
校の円滑な管理運営に努めま
す。

教育活動が円
滑かつ効率的
に展開できる
学校管理の実
施

　教育活動が円滑に展開
できる学校管理経費の確
保を基本に置きつつ、内
部事務経費の縮減など効
率的な執行を図ります。

教育活動が円滑かつ
効率的に展開できる
適切な学校管理の実
施

電気使用料増加により、
光熱水費が増額となりま
した。
H28　234,893,033円
→
Ｈ29　236,832,497
円

4

小学校における教育活動
が円滑かつ効率的に展開
され、適切な学校の管理
運営を行うことができま
した。

現状維持

学校の管理運営全般に係
る事業については、引き
続き円滑かつ効率的な運
営を基本に取り組みま
す。

教育総務課

教育指導
活動支援
事業（各
教育事務
所含む）

　小学校における教科指導、校
外活動等を支援するため、児童
の学力向上及び体験学習の推進
に資するための環境整備を推進
します。
　安全で安心な教育環境を確保
するため、老朽化の程度や危険
度も考慮した学校の校庭遊具及
び屋外体育用具の更新・整備を
行います。

教科指導、学
力向上に資す
る教育環境の
充実

教科指導、校外活動等を
支援するため、児童の学
力向上及び体験学習の推
進に資するための環境整
備を図ります。

教材用備品や体育用
具、特別支援学級用
備品等、教育指導活
動に要する備品を整
備するなど、教育環
境の充実に努めま
す。

教育活動のための備品等
の整備により、教育環境
の充実を図ることができ
ました。理科教育用備品
については、国の補助金
を活用し、27校を対象に
整備することができまし
た。

4

児童の学力向上や学習の
推進に資するための環境
整備として、学校事業運
営に要する消耗品や備品
等を購入しました。理科
教育用備品については、
観察・実験機器の設備が
充実し、児童により多く
の観察・実験の機会を作
ることができました。

現状維持

学校の事業運営に要する
消耗品、備品等を購入
し、引き続き環境整備を
進めていきます。

教育総務課

学校管理
運営事業
（各教育
事務所含
む）

　中学校における教育の機会均
等を保障し、教育水準の維持向
上を図ることを基本に、教育環
境の充実をめざすとともに、学
校の円滑な管理運営に努めま
す。

教育活動が円
滑かつ効率的
に展開できる
適切な学校管
理の実施

教育活動が円滑に展開で
きる学校管理経費の確保
を基本に置きつつ、内部
事務経費の縮減など効率
的な執行を図ります。

教育活動が円滑かつ
効率的に展開できる
適切な学校管理の実
施

普通教室へのエアコン設
置に伴い光熱水費が増加
しましたが、空調設備運
用指針を策定、配布し、
効果的な運用に努めまし
た。
(H28　97,597,971円
→
H29 110,482,701
円）

4

中学校における教育活動
が円滑かつ効率的に展開
され、適切な学校の管理
運営を行うことができま
した。

現状維持

学校の管理運営全般に係
る事業については、引き
続き円滑かつ効率的な運
営を基本に取り組みま
す。
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教育総務課

教育指導
活動支援
事業（各
教育事務
所含む）

　中学校における教科指導、校
外活動等を支援するため、生徒
の学力向上及び体験学習の推進
に資するための環境整備を推進
します。
　安全で安心な教育環境を確保
するため、老朽化の程度や危険
度にも考慮した学校の屋外体育
備品の更新・整備を行います。

教育指導、学
力向上に資す
る教育環境の
充実

教科指導、校外活動等を
支援するため、生徒の学
力向上及び体験学習の推
進に資するための環境整
備を図ります。

教材用備品や体育備
品、特別支援学級用
備品等、教育指導活
動に要する備品を整
備するなど、教育環
境の充実に努めま
す。

教育活動のための備品等
の整備により、教育環境
の充実をはかることがで
きました。理科教育用備
品については、国の補助
金を活用し、10校を対象
に整備することができま
した。

4

生徒の学力向上や学習の
推進に資するための環境
整備として、学校事業運
営に要する消耗品や備品
等を購入しました。理科
教育用備品については、
観察・実験機器の設備が
充実し、生徒により多く
の観察・実験の機会を作
ることができました。

現状維持

学校の事業運営に要する
消耗品、備品等を購入
し、引き続き環境整備を
進めていきます。

教育総務課

幼稚園管
理運営事
業（各教
育事務所
含む）

　幼稚園における教育の機会均
等と教育水準の維持向上を図る
ことを基本に、教育環境の充実
をめざすとともに、幼稚園の円
滑な管理運営に努めます。

教育活動が円
滑かつ効率的
に展開できる
園管理の実施

教育活動が円滑に展開で
きる園管理経費の確保を
基本に置きつつ、内部事
務経費の縮減など効率的
な執行を図ります。

教育活動が円滑かつ
効率的に展開できる
適切な園管理の実施

電気使用料の増加によ
り、光熱水費が増となり
ました。
(H28　33,013,186円
→H29　33,163,439
円）
また、神戸幼稚園備品移
動等業務委託料
（820,800円）が増と
なりました。

4

幼稚園における幼児教育
活動が円滑かつ効率的に
展開され、適切な管理運
営を行うことができまし
た。

現状維持

園の管理運営全般に係る
事業については、引き続
き円滑かつ効率的な運営
を基本に取り組みます。

教育総務課

教育指導
活動支援
事業（各
教育事務
所含む）

　幼稚園における指導活動等を
支援することにより、幼児の心
身の発達と幼稚園及び地域の実
態に即応した環境整備を推進し
ます。
　安全で安心な教育環境を確保
するため、老朽度や危険度も考
慮した園庭遊具の更新・整備を
行います。

教育指導活動
を支援するた
めの教育環境
の充実

就学前児の心身の発達を
支援するため、教育指導
活動に必要な保育用備品
の購入など教育環境の充
実を図ります。

教育指導活動に要す
る消耗品、備品等を
整備するなど、教育
環境の充実に努めま
す。

教育指導活動のための備
品等の整備により、教育
環境の充実を図ることが
できました。

4

幼児の心身の発達と幼稚
園の実態に応じた教育環
境の整備を行ったことに
より、教育活動の充実を
図ることができました。

現状維持

園児の教育活動のための
消耗品・備品の購入につ
いては、引き続き取り組
んでいきます。

教育総務課

学校施設
維持補修
事業（各
教育事務
所含む）

　大規模改造工事等の施設維持
補修工事の実施、法令に基づい
た保守点検業務等の実施、維持
補修用原材料の支給、小規模修
繕等により教育環境の改善を図
ります。

学校施設維持
補修事業

目標の達成を100％とし
て達成率を実績としまし
た。

100% 100%

藤水小学校大規模改造
（第一期）工事、立成小
学校の給食室増築等によ
り児童の学習環境の確保
を図ることができまし
た。また、点検や小破修
繕等により、施設の安全
性と耐久性の確保を図る
ことができました。

4

藤水小学校大規模改造
（第一期）工事、立成小
学校の給食室増築工事等
により児童の学習環境の
確保を図ることができま
した。また、点検や小破
修繕等により、施設の安
全性と耐久性の確保を図
ることができました。

現状維持

藤水小学校大規模改造
（第一期）工事、立成小
学校の給食室増築工事等
により児童の学習環境の
確保を図ることができま
した。また、点検や小破
修繕等により、施設の安
全性と耐久性の確保を図
ることができました。
本年度以降についても引
き続き事業を実施してい
く必要があります。
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課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

教育総務課

学校施設
維持補修
事業（各
教育事務
所含む）

　大規模改造工事等の施設維持
補修工事の実施、法令に基づい
た保守点検業務等の実施、維持
補修用原材料の支給、小規模修
繕等により教育環境の改善を図
ります。

学校施設維持
補修事業

目標の達成を100％とし
て達成率を実績としまし
た。

100% 100%

南郊中学校大規模改造
（第一期）工事や空調設
備設置工事等により児童
の学習環境の確保を図る
ことができました。ま
た、点検や小破修繕等に
より、施設の安全性と耐
久性の確保を図ることが
できました。

4

南郊中学校大規模改造
（第一期）工事等により
生徒の学習環境の確保を
図ることができました。
また、点検・小破修繕等
により、施設の安全性と
耐久性の確保を図ること
ができました。

現状維持

南郊中学校大規模改造
（第一期）工事等により
生徒の学習環境の確保を
図ることができました。
また、点検・小破修繕等
により、施設の安全性と
耐久性の確保を図ること
ができました。
本年度以降についても引
き続き事業を実施してい
く必要があります。

教育総務課

幼稚園施
設維持補
修事業
（各教育
事務所含
む）

　法令に基づいた保守点検業務
等の実施、維持補修用原材料の
支給、小規模修繕等により教育
環境の改善を図ります。

幼稚園施設維
持補修事業

目標の達成を100％とし
て達成率を実績としまし
た。

100% 100%
施設の安全性と耐久性の
確保を図ることができま
した。

4

教育施設の維持管理を適
切に行うことで、施設の
安全性と耐久性の確保を
図ることができました。

現状維持

本事業の実施により、教
育環境の改善、学校教育
の円滑な実施に資すると
ともに、施設の安全性と
耐久性の確保を図ること
ができました。
本年度以降についても引
き続き事業を実施してい
く必要があります。

教育総務課

健康教育
推進事業
（教育総
務課）

　学校給食衛生管理基準に基づ
き設置された献立作成委員会に
おいて、適正な学校給食の運営
を図ります。
　また、食中毒等の発生時の原
因究明に備えるため、学校給食
衛生管理基準により義務付けら
れている学校給食の保存食につ
いては、給食実施校へ当該経費
を交付します。
　なお、地域ごとに異なる給食
実施の諸条件についても検討し
ます。

給食実施条件
の調整

地域ごとに異なる給食実
施の諸条件について検討
します。

給食実施諸条件の調
整

学校給食衛生管理基準に
基づき設置された献立作
成委員会において、適正
な学校給食の運営及び食
育の推進を図りました。

4

学校給食衛生管理基準に
基づき設置された献立作
成委員会において、適正
な学校給食の運営を図る
とともに学校給食を教材
とした食育を推進するこ
と、学校給食の保存食に
ついて、給食実施校へ当
該経費を交付し、学校給
食の安全とその質の向上
を図ることができまし
た。

拡充・充
実

今後も引き続き事業を推
進することで、学校給食
の望ましい実施条件を検
討します。

教育総務課

学校給食
事業
（各教育
事務所分
含む）

　学校給食法に基づき、学校教
育活動の一環として、栄養バラ
ンスの取れた給食を提供し、安
全安心な学校給食を円滑に運営
することで、児童の心身の健全
な発達を図るとともに、日常に
おける食事の正しい理解と望ま
しい食習慣を養います。

安全安心な学
校給食の推進

学校給食法に基づき、栄
養バランスの取れた給食
を提供することで、日常
における食事の正しい理
解と望ましい食習慣を養
います。

安全安心な学校給食
の円滑な運営

学校給食法に基づき、栄
養バランスの取れた給食
を提供し、安全安心な学
校給食を円滑に運営する
ことができました。立成
小学校の給食室の改修工
事により、自校方式でド
ライシステムを導入する
学校数は９校となりまし
たが、整備が必要な学校
が多数を占めるため、引
き続き各施設の衛生面の
確保に努めます。

4

学校給食法に基づき、栄
養バランスの取れた給食
を提供することで、日常
における食事の正しい理
解と望ましい食習慣を養
い、食育の充実を図ると
ともに、安全安心な学校
給食を実施することがで
きました。また、立成小
学校において改修工事を
行い、ドライシステムの
導入等、衛生環境の充実
した施設整備を行いまし
た。

現状維持

今後も引き続き事業を推
進することで、日常にお
ける食事の正しい理解と
望ましい食習慣を養い、
安全安心な学校給食の円
滑な運営を図ります。
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教育総務課

学校給食
事業
（各教育
事務所分
含む）

　学校給食法に基づき、学校教
育活動の一環として、栄養バラ
ンスの取れた給食を提供し、安
全安心な学校給食を円滑に運営
することで、生徒の心身の健全
な発達を図るとともに、日常に
おける食事の正しい理解と望ま
しい食習慣を養います。

安全安心な学
校給食の推進

学校給食法に基づき、栄
養バランスの取れた給食
を提供することで、日常
における食事の正しい理
解と望ましい食習慣を養
います。

安全安心な学校給食
の円滑な運営
津市中央学校給食セ
ンターにおける中学
校給食の実施に合わ
せた中学校給食に係
る食育の充実

学校給食法に基づき、学
校教育活動の一環とし
て、栄養バランスの取れ
た給食を提供し、安全安
心な学校給食を円滑に運
営することができまし
た。

4

学校給食法に基づき、栄
養バランスの取れた給食
を提供することで、日常
における食事の正しい理
解と望ましい食習慣を養
い、食育の充実を図ると
ともに、安全安心な学校
給食を実施することがで
きました。

現状維持

今後も引き続き事業を推
進することで、日常にお
ける食事の正しい理解と
望ましい食習慣を養い、
安全安心な学校給食の円
滑な運営を図ります。

教育総務課

幼稚園給
食事業
（各教育
事務所分
含む）

　幼児教育活動の一環として、
栄養バランスの取れた給食を提
供し、安全安心な幼稚園給食を
円滑に運営することで、園児の
心身の健全な発達を図るととも
に、日常における食事の正しい
理解と望ましい食習慣を養いま
す。

安全安心な学
校給食の推進

学校給食法に準じて、栄
養バランスの取れた給食
を提供することで、日常
における食事の正しい理
解と望ましい食習慣を養
います。

安全安心な幼稚園給
食の円滑な運営

学校給食法に準じて、幼
児教育活動の一環とし
て、栄養バランスの取れ
た給食を提供し、安全安
心な幼稚園給食を円滑に
運営することができまし
た。また、老朽化した調
理器具を買い替え衛生面
の向上、調理業務の円滑
化を図りました。

4

学校給食法に準じて、栄
養バランスの取れた給食
を提供することで、日常
における食事の正しい理
解と望ましい食習慣を養
い、食育の充実を図ると
ともに、安全安心な幼稚
園給食を実施することが
できました。また、みさ
と幼稚園への給食配送業
務を円滑に行うための備
品の整備を行いました。

現状維持

平成３０年度から香良
洲、白山地域の幼稚園が
こども園に移行したこと
から、対象となる幼稚園
が減少していますが、今
後も引き続き事業を推進
することで、日常におけ
る食事の正しい理解と望
ましい食習慣を養い、安
全安心な幼稚園給食の円
滑な運営を図ります。

教育総務課

給食セン
ター管理
運営事業

　学校給食法に基づき、学校教
育活動の一環として、栄養バラ
ンスの取れた給食を提供し、学
校給食センターを円滑に運営す
ることで、児童、生徒、園児の
心身の健全な発達を図るととも
に、日常における食事の正しい
理解と望ましい食習慣を養いま
す。

安全安心で、
信頼できる学
校給食の推進

　学校給食法に基づき、
栄養バランスの取れた給
食を提供することで、日
常における食事の正しい
理解と望ましい食習慣を
養います。また、誰もが
信頼できる学校給食の推
進を行います。

・中央、香良洲及び
一志学校給食セン
ターの円滑な運営
・安心、安全な給食
の提供

・学校給食法に基づき、
学校教育活動の一環とし
て栄養バランスの取れた
給食を提供し、中央、香
良洲及び一志学校給食セ
ンターの運営について円
滑に行うことができまし
た。
・立成小学校の給食室の
工事期間中、中央学校給
食センターから無事に安
全安心な給食を配送をす
ることができました。

4

学校給食法に基づき、栄
養バランスの取れた給食
を提供することで、日常
における食事の正しい理
解と望ましい食習慣を養
い、食育の充実を図ると
ともに、安全安心な学校
及び園給食を実施するこ
とができました。

現状維持

今後も学校給食法に基づ
き、栄養バランスの取れ
た給食を提供すること
で、日常における食事の
正しい理解と望ましい食
習慣を養い、食育の充実
を図るとともに、安全安
心で円滑な学校及び幼稚
園の給食の円滑な運営を
図ります。なお、平成２
９年度より各事務所の予
算を教育総務課で一括管
理することなったことか
ら、今後も効率的な予算
執行を目指します。

学校教育課
幼稚園管
理運営事
業

　幼稚園児の在籍管理や利用者
負担額の算定を適正に行いま
す。
　乳幼児保育・教育関係者等へ
の研修事業等の実施に関する協
議を行います。

幼稚園児の適
正な在籍管理
及び利用者負
担額の算定
津市の実情や
ニーズに応じ
た乳幼児教育
の推進

幼稚園児の適正な在籍管
理と利用者負担額の算定
を行います。
津市の実情やニーズに応
じた乳幼児教育の推進を
図るため、乳幼児保育・
教育関係者等への研修事
業等の実施を行います。

幼稚園児の適正な在
籍管理と利用者負担
額の算定
津市の実情やニーズ
に応じた乳幼児教育
の推進

幼稚園児の適正な在籍管
理と利用者負担額の算定
を行うことができまし
た。
津市の実情やニーズに応
じた乳幼児教育の推進を
図ることができました。

4

幼稚園児の在籍管理や利
用者負担額の算定を適正
に行うことができまし
た。
津市の実情やニーズに応
じた乳幼児教育の推進を
図ることができました。

現状維持

幼稚園児の在籍管理や利
用者負担額の算定を適正
に行います。
津市の実情やニーズに応
じた乳幼児教育の推進に
努めていきます。
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

学校教育課

教育指導
活動支援
事業（学
校教育
課）
(各教育事
務所分含
む）

　幼児の心身の発達と、幼稚園
の実態に即した教育活動の充実
を図るために、幼児図書を充実
させ、指導活動を支援します。

各幼稚園にお
ける絵本読み
聞かせの会の
実施回数

各幼稚園の園児やその保
護者が絵本に親しむ機会
を増やすため、各園にお
いて、外部ボランティア
等による絵本の読み聞か
せの会等の機会を各園、
年に３回程度実施するこ
ととし、延べ回数100回
をめざすことにします。

100回 105回
幼稚園における図書
環境の充実を図りま
す。

各幼稚園におけるボラン
ティア等を活用した読み
聞かせの機会が増えてき
ており、そのことに伴
い、各幼稚園の園児や保
護者が絵本等に親しむ機
会が増え、絵本図書の環
境が充実してきていま
す。

4

各幼稚園において、幼児
用図書を充実することに
より、図書に触れる機会
を提供でき、幼児の読書
に対する興味・関心を高
めることができました。

現状維持

各幼稚園において、幼児
の興味・関心に応じた絵
本の購入を行ったり、ボ
ランティアによる絵本の
読み聞かせの場を設けた
りして、各幼稚園の図書
環境の充実につなげるこ
とができました。そのこ
とにより、園児・保護者
が絵本等に触れる機会が
増え、園児や保護者の読
書に対する興味・関心を
高めることができまし
た。
今後、さらなる充実をめ
ざし、情報収集に努めま
す。

学校教育課

事務局管
理事業
（学校教
育課）

　通学区域審議会においては、
津市立の小中学校の通学区域の
適正を期するため、通学区域の
弾力的な運用等について検討を
行います。
　入学通知書作成業務は、学校
教育法施行令第５条に基づくも
ので、小・中学校への就学予定
者に対し、指定校への入学案内
を適正に行います。

通学区域の弾
力的運用

津市立の小中学校の通学
区域の適正を期すため、
通学区域の弾力的な運用
について検討を行いま
す。

通学区域の弾力的運
用による適正な就学

通学区域の変更について
審議を行い、今後の取組
の方向性を導くことがで
きました。
法令に基づき、就学予定
者に対して、適正な就学
案内ができました。

4
就学予定者に対し、法令
等に基づいた、適正な就
学案内ができました。

現状維持

通学区域審議会において
は、今後も児童生徒の適
正就学のため、引き続き
充実した審議を行えるよ
う努めていきます。

学校教育課

通学通園
対策事業
（各教育
事務所含
む）

　旧村合併や学校統廃合によ
り、通学が遠距離となった児
童、生徒の保護者に対し、通学
費用（バス定期代・自転車購入
費用等）について補助金を交付
し、保護者の経済的負担を軽減
します。
　学校・園の統廃合により遠距
離となった児童、生徒、園児
（美杉、白山、美里、芸濃及び
一志地域）に対し、スクールバ
ス等により児童送迎等を実施
し、通学通園の安全確保及び保
護者負担軽減を図ります。

通学通園の安
全確保
保護者の負担
軽減

学校統廃合等により、通
学距離が遠距離となった
児童、生徒、園児の通学
通園の安全確保と保護者
の負担軽減を図っていき
ます。

学校統廃合等によ
り、通学距離が遠距
離となった児童・生
徒の通学通園の安全
確保と保護者の負担
軽減を図ります。

通学距離が遠距離となっ
た児童・生徒の通学通園
の安全確保と保護者の負
担軽減を図ることができ
ました。

4

学校統廃合等により、通
学距離が遠距離となった
児童、生徒及び園児の通
学通園の安全確保と保護
者の負担軽減を図ること
ができました。

現状維持

今後も、統廃合等により
通学距離が遠距離となっ
た児童、生徒及び園児の
地域に応じた通学通園の
安全確保と保護者の負担
軽減を行っていきます。

学校教育課
学校職員
関係事業

　校外活動、修学旅行に係る費
用で、県費旅費の対象とならな
い経費（施設見学料・企画料な
ど）について補助金を支給する
ことにより、引率事業を円滑に
実施できるようにします。また
校外活動、修学旅行中において
緊急対応が必要になった時、職
員を派遣する場合の旅費につい
ても支給します。

安全で効果的
な引率事業の
推進

校外活動、修学旅行に係
る費用で、県費旅費の対
象とならない経費につい
ての補助金を支給しま
す。
緊急対応が必要になった
時、職員を派遣する場合
の旅費についても支給し
ます。

安全で効果的な引率
事業の推進

補助対象経費の検討 4

修学旅行、校外活動の引
率に係る費用で、施設見
学料などについて補助金
を支給したことにより、
安全で効果的な引率事業
が可能となり、各学校が
様々な活動を行うことで
児童の体験学習に役立て
ることができました。

現状維持

修学旅行、校外活動を円
滑に行うために必要な補
助であり、今後も継続し
ていきます。
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課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

学校教育課

学校保健
管理事業
（学校教
育課）
（各教育
事務所分
含む）

　学校保健安全法に基づき、児
童及び教職員の健康診断並びに
各種検診業務を行うことで、健
康増進を図ります。

児童及び教職
員の健康増進

　学校保健安全法に基づ
き、児童及び教職員の健
康増進を図ります。

児童及び教職員の健
康増進

学校保健安全法に基づ
き、内容の充実した健康
診断等を実施し、児童及
び教職員の健康増進を図
りました。

4

児童及び教職員の健康診
断を実施することで、健
康増進を図ることができ
ました。

現状維持

今後も、学校保健安全法
に基づき、児童及び教職
員の健康増進を図りま
す。

学校教育課
就学援助
事業

　義務教育に必要な経費の負担
が困難な児童の保護者や特別支
援教育を受ける児童の保護者に
対し、学校教育法(昭和22年法
律第26号)第19条等の規定に基
づき、教育にかかる費用（学校
用品費等）について必要な援助
を行い、児童の教育機会の均等
を保障し、義務教育の円滑な実
施を図ります。

教育機会の均
等と義務教育
の円滑な実施
の推進

義務教育に必要な経費の
負担が困難な児童の保護
者や特別支援教育を受け
る児童の保護者に対し、
教育にかかる費用につい
て必要な援助を行い、児
童の教育機会の均等を保
障し、義務教育の円滑な
実施を図ります。

教育機会の均等と義
務教育の円滑な実施
の推進

学用品等の費用を給与す
ることにより、経済的理
由によって就学困難な児
童及び生徒の保護者の負
担を減らす就学奨励を行
うことで、義務教育の円
滑な実施をすることがで
きました。

4

経済的な理由により就学
が困難な生徒の保護者や
特別支援教育を受ける生
徒の保護者に対し、学校
で必要な費用の援助を行
うことにより、保護者の
経済的負担を減らし、義
務教育の円滑な実施を行
うことができました。

現状維持

学校教育法等にも規定さ
れているように、義務教
育を実施する上で必要不
可欠な援助であり、今後
も継続して行います。

学校教育課
学校職員
関係事業

　校外活動、修学旅行に係る費
用で、県費旅費の対象とならな
い経費（施設見学料・企画料な
ど）について補助金を支給する
ことにより、引率事業を円滑に
実施できるようにします。また
校外活動、修学旅行中において
緊急対応が必要になった時、職
員を派遣する場合の旅費につい
ても支給します。

安全で効果的
な引率事業の
推進

校外活動、修学旅行に係
る費用で、県費旅行の対
象とならない経費につい
ての補助金を支給しま
す。
緊急対応が必要になった
時、職員を派遣する場合
の旅費についても支給し
ます。

安全で効果的な引率
事業の推進

補助対象経費の検討 4

修学旅行・校外活動の引
率に係る費用で、施設見
学料などについて補助金
を支給したことにより、
安全で効果的な引率事業
が可能となり、各学校が
様々な活動を行うことで
生徒の体験学習に役立て
ることができました。

現状維持

修学旅行、校外活動を円
滑に行うために必要な補
助であり、今後も継続し
ていきます。

学校教育課

学校保健
管理事業
（学校教
育課）
（各教育
事務所分
含む）

　学校保健安全法に基づき、教
職員の健康診断並びに各種検診
業務を行うことで、健康増進を
図ります。

  教職員の健
康増進

学校保健安全法に基づ
き、教職員の健康診断並
びに各種検診業務を行う
ことで、健康増進を図り
ます。

教職員の健康増進
ストレスチェックを実施
し、教職員の健康増進を
図りました。

4

教職員の健康診断を実施
することで、教職員の健
康増進を図ることができ
ました。

現状維持
今後も、学校保健安全法
に基づき、教職員の健康
増進を図ります。

学校教育課
就学援助
事業

　義務教育に必要な経費の負担
が困難な生徒の保護者や特別支
援教育を受ける生徒の保護者に
対し、学校教育法(昭和22年法
律第26号)第19条等の規定に基
づき、教育にかかる費用（学校
用品費等）について必要な援助
を行い、生徒の教育機会の均等
を保障し、義務教育の円滑な実
施を図ります。

教育機会の均
等と義務教育
の円滑な実施
の推進

義務教育に必要な経費の
負担が困難な生徒の保護
者や特別支援教育を受け
る生徒の保護者に対し、
教育にかかる費用につい
て必要な援助を行い、生
徒の教育機会の均等を保
障し、義務教育の円滑な
実施を図ります。

教育機会の均等と義
務教育の円滑な実施
の推進

学用品等の費用を給与す
ることにより、経済的理
由によって就学困難な児
童及び生徒の保護者の負
担を減らす就学奨励を行
うことで、義務教育の円
滑な実施をすることがで
きました。

4

経済的な理由により就学
が困難な生徒の保護者や
特別支援教育を受ける生
徒の保護者に対し、学校
で必要な費用の援助を行
うことにより、保護者の
経済的負担を減らし、義
務教育の円滑な実施を行
うことができました。

現状維持

学校教育法等にも規定さ
れているように、義務教
育を実施する上で必要不
可欠な援助であり、今後
も継続して行います。

7 / 22 



教育委員会事務局 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性
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所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

学校教育課

幼稚園職
員関係事
業（各教
育事務所
含む）

　幼稚園教員に対し、園長会や
研修等に伴う旅費及び使用料を
支給するとともに、養護教員が
配置されていない園の園児の定
期健康診断、応急処置、健康相
談活動等を行う目的で支援園へ
の旅費及び使用料の支給を行
い、幼稚園教員の資質向上や園
の円滑な運営を進めることを目
的とします。

幼稚園教員の
資質向上園の
円滑な運営

幼稚園教員に対し研修等
に伴う旅費及び使用料を
支給するとともに、養護
教員が配置されていない
園の園児の定期健康診
断、応急処置、健康相談
活動等を行う目的で支援
園への旅費及び使用料の
支給を行い、幼稚園教員
の資質向上や園の円滑な
運営を進めます。

幼稚園教員の資質向
上と養護教諭が配置
されていない園にお
ける業務の推進

園長会等において情報共
有を図るなど、円滑な幼
稚園運営に努めました。
また、各幼稚園教諭が資
質向上を目的として、各
研修等に積極的に取り組
みました。
今後も、有効な予算執行
ができるよう検討いたし
ます。

3

研修会等への積極的な参
加が可能となり、幼稚園
教諭の資質向上を図り、
園の円滑な経営につなげ
ることができました。

現状維持

研修会等への積極的な参
加により、幼稚園教諭の
資質が向上するよう、今
後も継続していきます。

学校教育課

幼稚園保
健管理事
業（学校
教育課）
（各教育
事務所分
含む）

　学校保健安全法に基づき、教
職員の健康診断並びに各種検診
業務を行うことで、健康増進を
図ります。

教職員の健康
増進

学校保健安全法に基づ
き、教職員の健康増進を
図ります。

教職員の健康増進

教職員の胃部検診を実施
し、教職員の健康増進を
図りました。次年度につ
いては、受診者が増える
よう40歳未満の健康診断
受診者に対し、積極的な
受診を促します。

3

教職員の胃部検診を実施
することで、教職員の健
康増進を図ることができ
ました。
受診者が増えるよう40歳
未満の健康診断受診者に
対し、積極的な受診を促
します。

現状維持
今後も、学校保健安全法
に基づき、教職員の健康
増進を図ります。

学校教育課
　私立幼
稚園援助
事業

　私立幼稚園設置者及び津市私
立幼稚園協会並びに私立幼稚園
に在園する４・５歳児の保護
者、また所得に応じて認定した
保護者に対し、補助を行うこと
により、私立幼稚園の教育環境
の充実及び保護者の経済的負担
軽減を図ります。

公・私立幼稚
園間の保護者
負担の格差是
正と負担軽減

私立幼稚園設置者及び私
立幼稚園に就園している
園児の保護者に対し補助
を行うことにより、私立
幼稚園の教育環境の充実
及び保護者の経済的負担
の軽減、公・私立幼稚園
間の保護者負担の格差の
是正を図ります。

私立幼稚園の教育環
境の充実及び公・私
立幼稚園間の保護者
負担の格差是正と負
担軽減

私立幼稚園２園が、津市
特定教育・保育施設に移
行し、民間特定教育・保
育施設運営事業負担金の
給付対象となり、他の私
立幼稚園６園に対して
も、保育料等に係る補助
を行うことにより、保護
者の経済的負担の軽減、
公・私立幼稚園間の保護
者負担の格差の是正を図
ることができました。

4

私立幼稚園に就園してい
る園児の保護者及び私立
幼稚園に対し、保育料等
に係る補助や民間特定教
育・保育施設運営事業負
担金の給付を行うことに
より、保護者の経済的負
担の軽減、公・私立幼稚
園間の保護者負担の格差
の是正、私立幼稚園の教
育環境の充実を図ること
ができました。

現状維持
現状を維持し、私立幼稚
園就園に係る保護者の負
担を軽減します。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
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度以降の事
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所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

学校教育課
教育研究
推進事業

　各幼稚園の幼児や地域の実態
に応じた特色ある教育活動の推
進のため、子育て支援事業・幼
稚園職員研修・幼稚園職員指導
等を行います。

各細目事業の
充実
(子育て支援
事業、幼稚園
職員研修事
業)

細目事業毎に実施対象が
一般の「未就園児とその
保護者」と「幼稚園教
員」といった違いがある
ため、中事業の指標を無
理に設定せず、各細目事
業の充実としました。

各細目事業の充実を
図ります。

細目事業評価表で分析し
ます。
(子育て支援事業：地域の
子どもの数が減少してき
たことから、参加者数は
減少してきています。し
かし、子育てに不安を抱
える保護者支援のため
に、今後も必要な事業で
す。
幼稚園職員研修事業：県
内外で開催された研究大
会や先進地視察への参加
者数は、目標値を上回り
ました。また、参加者に
よる還流研修会を実施す
ることにより、職員の資
質向上につなげることが
できました。)

4

細目の子育て支援事業で
は、各園の未就園児の会
や子育て広場の開催によ
り、地域の子育て家庭を
支えていくことにつな
がっています。今後も引
き続き、その支援内容の
充実を図りながら、事業
を継続していくことが必
要です。
細目の幼稚園職員研修事
業は、職員の資質向上の
ため、県内外の研修会や
先進地視察に参加するこ
とで、職員が幅広く国の
動きや全国的な幼児教育
の現状を学ぶ機会となり
ました。また、幼稚園の
課題解決に向けた研修会
を実施することにより、
職員が現状を正確に把握
する力をつけるなど、今
後も職員のさらなる資質
向上に努めます。

現状維持

各幼稚園における子育て
支援事業では、未就園児
の会を定期的に実施する
ことで、保護者の子育て
に対する不安を和らげ、
地域や家庭の教育力の向
上につなげることができ
ました。今後も保護者や
地域に結びついた子育て
の充実に向け、事業を継
続していきます。
また、幼稚園職員研修事
業では、県内外の研修会
参加や先進地視察の実施
により、職員の資質向上
につなげることができま
した。今後も、幼児教育
のさらなる充実や、課題
解決に向けた研修会を実
施するなど、事業の継続
が必要です。

教育研究支
援課

事務局管
理事業(教
育研究支
援課）

　学校運営協議会委員運営報
酬、事務局指導主事の先進校視
察旅費、事務局（所）運営に係
る需用費や役務費など、教育研
究支援課の業務全般を円滑に行
うための経費を執行しており、
適正な執行管理を基本に効果的
かつ効率的な管理運営に努めて
います。

教育研究支援
課の事務経費
の効率的執行

教育研究支援課の事務経
費について、円滑な運営
と効率的執行を図りま
す。

100% 100%

学校の教育活動を支
援する事務局として
の業務を遂行できる
ようにします。

適正な経費執行に努めま
した。

4

教育研究支援課の事務経
費について、適正な執行
及び円滑な運営と効率的
な執行を図ることができ
ました。

現状維持
引き続き、事務経費の適
正な執行管理及び効率的
な運用に努めます。

教育研究支
援課

教育振興
事務事業
(教育研究
支援課）

　本市の各学校を結ぶ津市学校
教育ネットワークについて、情
報セキュリティの確保を図ると
ともに、教育活動への利活用や
教職員の校務の円滑化を支援で
きるよう、同ネットワークの安
定的な利用環境の確保を図りま
す。
また、クラブ振興活動及び特別
支援教育の振興のために補助金
等を支払い、取組を支援しま
す。

・情報ネット
ワークシステ
ムの定期的な
保守点検
・負担金、補
助金の申請に
対する実施率

・学校教育ネットワーク
における情報セキュリ
ティの確保と同ネット
ワークの安定的な利用環
境の確保を図ります。
・クラブ活動の負担金や
補助金、特別支援教育の
補助金の申請に対する実
績率を指標とします。

100% 100%

・すべての団体からの申
請に対して１００％実施
することができました。
・センターサーバ機器の
定期的な保守点検体制を
維持し、安定的な利用環
境を確保できました。

4

障害機器の復旧・運用再
開に当たっては、障害原
因の把握及び対策を徹底
しました。復旧後につい
ては、これまで以上に厳
密なシステム等の維持管
理を実施し、安定的な利
用環境を確保していま
す。
また、中学校・義務教育
学校の部活動の振興及
び、特別支援学級の児童
生徒が仲間とともに活動
したり、ふれあい体験を
行ったりすることによ
り、社会性の育成を図る
ことができました。

現状維持

学校現場における安全か
つ継続的な情報機器の使
用環境を確保するため、
引き続き学校教育ネット
ワークシステムに係る適
切なセキュリティ対策と
安定稼働の維持に努めま
す。また、クラブ振興活
動及び特別支援教育研究
会のさらなる推進に向け
た取組の支援に努めま
す。

9 / 22 



教育委員会事務局 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

教育研究支
援課

教育総合
支援事業

  教育内容の向上を図るため、
学校・園が組織として教育力を
高め、地域・保護者との協働に
よる子どもたちの「学ぶ力の育
成」をめざした持続的な教育活
動の取組を支援します。
　そのため、小・中・義務教育
学校に臨時講師や外国語指導助
手（ＡＬＴ）、特別支援教育支
援員を配置することで、教育活
動の支援を行い、児童生徒の生
きる力の育成を図ります。さら
に、子どもたちの生きる力を育
むため、子どもたちや地域の特
性を生かしながら、学校・園の
独自性のある特色ある学校づく
りを行っていく必要がありま
す。

配置が必要な
幼稚園及び
小・中・義務
教育学校への
配置率

各校園によりニーズは
様々であり、一律の支援
を行うことよりも、実態
を把握しそれに応じた支
援を行うことが大切であ
るため、配置が必要な幼
稚園及び小・中・義務教
育学校への配置率を指標
とします。

100% 100%

各校園での子どもの実態
把握と、管理職からの聞
き取り調査を行うこと
で、ニーズに応じた適正
な配置を実施しました。

3

各校園のニーズに応じ
た、津市臨時講師、外国
語指導助手（ＡＬＴ）、
特別支援教育支援員の人
的支援ができました。さ
らに、各校園のニーズや
課題について指導主事の
派遣や管理職との面談な
どを通じて状況を的確に
把握し、より教育的効果
が上がる配置について多
角的に検討していきま
す。

拡充・充
実

各校園が求めている人材
を適正に配置することが
できましたが、学校から
の人的配置の要望は継続
しています。また、専門
教科の免許を持ってい
る、手話ができる等、配
置を求める人材の要望が
多岐にわたるため、要望
にあった人材確保が、難
しい状況になってきてい
ます。今後は、人的支援
の適正配置に加え、配置
する人材の質的向上に努
めます。

教育研究支
援課

学校図書
館いきい
き推進事
業

　子どもたちの「生きる力」の
育成を図るため、学校教育にお
いて学校図書館の担う役割は大
きく、子どもたちの読書活動と
豊かな学習活動を行うための場
として、学校図書館の活性化を
図ります。そこで、全中学校区
への学校図書館司書の配置や、
学校図書館情報システムの活用
により、学校図書館の整備や読
書指導・学習支援を行い、子ど
もたちの読書意欲の向上と学力
の向上を図ります。

学校図書館司
書の活用数

子どもの読書活動や図書
館等の読書環境の充実を
進めています。子どもた
ちの読書活動への意欲向
上や読書指導・図書室を
活用した学習等の効果向
上のために、引き続き、
全中学校区に学校図書館
司書を配置していきま
す。

19人 19人
学校図書館司書の配
置数。

全中学校区への学校図書
館司書の配置と、学校図
書館情報システムの活
用、学校間相互貸借シス
テムの運用により、各学
校区の図書館環境整備と
読書活動が進み、学校図
書館図書標準の達成率の
向上を図りました。

3

全中学校区に学校図書館
司書を配置し、学校図書
館司書間の情報交換の機
会を設けることで、学校
図書館システムを有効活
用した読書指導や学習支
援を行いました。また、
平成１７年度から文部科
学省の表彰を受けてい
て、平成２９年度は、大
里小学校が表彰されまし
た。今後も学校図書館司
書の適正な配置及び図書
館システムの更新等につ
いて検討していく必要が
あります。

現状維持

学校図書館司書や学校図
書館ボランティアのスキ
ルアップ、効果的な活用
を促進するための研修や
講座を開催したり、学校
図書館システムまたは、
読書ファイルを活用した
りすることで、子どもた
ちの読書意欲の向上を図
る必要があります。

教育研究支
援課

教育研究
推進事業

　新たな教育課題の解決に向け
た実践を推進校等において行
い、その成果を全市に還元する
ことで、本市の学校教育の充実
を図ります。

教育課題を解
決するための
取組を行う学
校における、
公開授業や公
開研修会等の
実施率。

研究成果を推進校等だけ
のものとせず、市内全体
に還元させることが必要
であり、この成果指標を
設けます。

100% 100%

道徳や体力向上、英語教
育など、今日的な教育課
題にかかる講演会や公開
授業研究会等を積極的に
開催・公開しました。

4

道徳や体力向上、英語教
育など、今日的な教育課
題に対する認識と、その
解決に向けたより具体的
な手法や事例を示す取組
を進めることができまし
た。学習指導要領の本格
実施に向けて、今後も継
続して事業を進める必要
があります。

現状維持

新学習指導要領の趣旨を
踏まえた、英語教育や中
学校道徳等、今日的な教
育課題に対応できるよ
う、指導方法等を充実さ
せる取組を実施する必要
があります。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

教育研究支
援課

教育研究
所管理運
営事業

　学校サポーターによる幼稚
園、小・中・義務学校への教育
的な総合支援を実施します。
今日的な教育課題や教職員の
ニーズ等に応じた各種研修会を
実施することで、教職員の資質
や指導力の向上、専門性の充実
を図ります。
　具体的な子どもへの指導方法
等についての自主的な研究活動
の推進や、各種学習発表会（作
品展や音楽会等）の実施により
児童生徒の主体的な学習活動を
公開し、市内学校教育の振興を
図ります。園児・児童生徒とそ
の保護者、教職員等を対象とし
て、適切な教育相談を実施しま
す。

教育相談件数

多様な課題に対応できる
ような相談体制を整える
とともに、相談件数を指
標とします。

3,200件 2,731件

相談員が途中で１名減と
なったため、相談件数は
減少していますが、
WISC-IV 知能検査を活用
し、子どもの知的発達の
様相をより多面的に把握
し、アドバイスの質を高
める等、十分な相談活動
ができました。

4

学校サポーターは、延べ
年間５００校を超える学
校に訪問し、学校のニー
ズに応じた総合的な支援
を実施しました。教育相
談事業については、教育
相談リーフレットを津市
立幼稚園、小・中・義務
教育学校を通して保護者
に配付し、十分な相談活
動事業が実施できまし
た。教育活動指導研究事
業については、教職員自
らが主体的に行う研究を
通して専門性の向上を図
ることができました。ま
た、児童生徒の学習意欲
を高める学習発表の機会
を持つことができまし
た。教職員研修会につい
ては、３４の講座を開
き、およそ２０００人の
教職員が受講しました。

現状維持

学校現場や子ども支援
課、適応指導教室等関連
機関等と連携を密にし
て、相談員による教育相
談の結果を、より適切に
伝える仕組みづくりを構
築します。また、教職員
研修会については、教職
員の総勤務時間の縮減と
のバランスを図りつつ、
津市が力を入れている授
業改善の分野を充実させ
ます。

教育研究支
援課

教育支援
センター
事業

　不登校児童生徒が将来社会人
として自立できるようにするた
めに、学校への復帰や進路選択
のための支援を行います。ま
た、児童生徒が、不登校になら
ないようにするために、早期発
見・早期対応に努めます。

不登校児童生
徒の学校への
復帰率

本事業は、不登校児童生
徒が集団生活への適応指
導を受けることにより、
学校への復帰をめざして
いるため、復帰率を指標
とします。

70% 62%

２教室合計で、通室生１
１６人の内、７２人が、
学校へ復帰を果たしまし
た。ほぼ目標値には達し
ましたが、毎日登校でき
るようになった児童生徒
の割合は半数以下である
ため、学校との連携を図
り、さらなる支援の充実
に取り組む必要がありま
す。ただし、早急な学校
への復帰が当該児童生徒
にとって最善であるかど
うかという点について
は、学校との相談も含め
て十分に検討することが
必要です。

3

不登校児童生徒の学校復
帰、社会的自立をめざし
た適応指導、相談活動、
支援を行うことができま
した。今後は通室生の半
数が完全に学校に復帰で
きるように、自立体験活
動（木工、陶芸、野外活
動等）、交流体験学習、
メンタルフレンド（近隣
の大学生）との交流等を
さらに活発に行い、対人
関係の改善への取組を進
めていきます。

現状維持
児童生徒個々に応じ、さ
らなる適切かつ迅速な対
応を進めます。

11 / 22 
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

教育研究支
援課

学校保健
管理事業
（各教育
事務所含
む）

　学校保健安全法に基づき、児
童の健康診断並びに各種検診業
務を行うことで、身体の発育や
疾病異常の早期発見に努め、健
康増進を図ります。また、学校
保健安全法施行規則の一部改正
に伴う児童の健康診断の変更点
について、実施することで見え
てきた課題について整理し、改
善に向けて医師会とも協議を進
めます。
　学校環境衛生基準に則した学
校管理を行うことで、児童に安
全な環境を整えます。
　学校管理下において発生した
事故に対し、（独）日本スポー
ツ振興センター法に基づいた災
害給付見舞金を支給すること
で、安心できる学校体制づくり
を図ります。

児童の健康増
進と、安全安
心な学校づく
りの推進

学校保健安全法に基づ
き、児童の健康増進を図
ります。
学校環境衛生基準に則し
た学校管理を行い、児童
に安全な環境を整えま
す。
学校管理下において発生
した事故に対し、災害給
付見舞金を支給すること
で、安心できる学校体制
づくりを図ります。

児童の健康増進と、
安全安心な学校づく
りの推進

健康診断ならびに各種検
診業務を行うことで、身
体の発育や疾病異常の有
無などの早期発見に努
め、健康の増進を図るこ
とができました。医薬材
料を適切に購入し感染症
対策を行うことができま
した。

4

学校保健安全法に基づ
き、児童の健康診断等や
環境衛生検査を実施し児
童に安全な環境を整えま
した。また、学校管理下
において発生した事故に
対し、災害給付見舞金を
支給し安心できる学校体
制づくりを図りました。
 

現状維持

今後も、学校保健安全法
に基づき、児童の健康増
進を図るとともに、健康
診断の方法等について、
より良い方向を目指し医
師会とも協議を進めま
す。
学校環境衛生基準に則し
た学校管理を行い、児童
に安全な環境を整えると
ともに、学校管理下にお
いて発生した事故に対
し、災害給付見舞金を支
給することで、安心でき
る学校体制づくりを図り
ます。

教育研究支
援課

教育指導
活動支援
事業(各教
育事務所
分含む)

　各小学校・義務教育学校にお
ける教科指導、校外活動等を支
援するため、児童の学力向上及
び体験学習の推進に資するため
の環境整備を推進します。
　各小学校・義務教育学校の情
報化及び教職員の校務を支援す
るため、ICT機器の利活用を促
進するとともに、校内ＬＡＮ実
践事業におけるパソコンの配
備、教育用コンピュータ及び教
職員用コンピュータの機器更新
を計画的に推進します。
　図書充実事業により、学校図
書館図書の整備・充実を図りま
す。

教科指導、学
力向上に資す
る教育環境の
充実

教科指導、校外活動等を
支援するため、児童の学
力向上及び体験学習の推
進に資するための環境整
備を図ります。

100% 100%

教育指導活動に要す
る環境を整備し、教
育環境の充実に努め
ます。

教育指導活動に要する教
科書や指導書などの環境
を整備し、教育環境を充
実することができまし
た。

4

児童の学力向上や学習の
推進をさせるために、教
職員一人一台パソコンの
機器更新、学校図書購入
及び環境整備の費用、学
級数の増加による教科
書・指導資料の購入な
ど、教科指導の一層の充
実を図ることができまし
た。

現状維持

学習指導要領に応じた教
科書及び指導書の活用が
図れるよう、適正に配当
します。パソコンの配備
や教育用コンピュータ及
び教職員用コンピュータ
の機器更新を進めるとと
もに、今後も情報機器に
係る環境整備に取り組ん
でいきたいと思います。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

教育研究支
援課

学校保健
管理事業
（各教育
事務所含
む）

　学校保健安全法に基づき、生
徒の健康診断並びに各種検診業
務を行うことで、身体の発育や
疾病異常の早期発見に努め、健
康増進を図ります。また、学校
保健安全法施行規則の一部改正
に伴う生徒の健康診断の変更点
について、実施することで見え
てきた課題について整理し、改
善に向けて医師会とも協議を進
めます。
　学校環境衛生基準に則した学
校管理を行うことで、児童に安
全な環境を整えます。
　学校管理下において発生した
事故に対し、（独）日本スポー
ツ振興センター法に基づいた災
害給付見舞金を支給すること
で、安心できる学校体制づくり
を図ります。

生徒の健康増
進と、安全安
心な学校づく
りの推進

　学校保健安全法に基づ
き、生徒の健康増進を図
ります。
　学校環境衛生基準に則
した学校管理を行い、生
徒に安全な環境を整えま
す。
　学校管理下において発
生した事故に対し、災害
給付見舞金を支給するこ
とで、安心できる学校体
制づくりを図ります。

生徒の健康増進と、
安全安心な学校づく
りの推進

健康診断ならびに各種検
診業務を行うことで、身
体の発育や疾病異常の有
無などの早期発見に努
め、健康の増進を図るこ
とができました。医薬材
料を適切に購入し感染症
対策を行うことができま
した。

4

学校保健安全法に基づ
き、生徒の健康診断等や
環境衛生検査を実施し生
徒に安全な環境を整えま
した。また、学校管理下
において発生した事故に
対し、災害給付見舞金を
支給し安心できる学校体
制づくりを図りました。
 

現状維持

今後も、学校保健安全法
に基づき、生徒の健康増
進を図るとともに、健康
診断の方法等について、
より良い方向を目指し医
師会とも協議を進めま
す。
学校環境衛生基準に則し
た学校管理を行い、生徒
に安全な環境を整えると
ともに、学校管理下にお
いて発生した事故に対
し、災害給付見舞金を支
給することで、安心でき
る学校体制づくりを図り
ます。
 
 

教育研究支
援課

教育研究
推進事業

　各小学校・義務教育学校にお
いて、総合的な学習の時間をは
じめ、特別活動等、子ども・保
護者・地域の特性やニーズを取
り入れた独自の学習活動を展開
するなど、特色ある学校づくり
が求められています。　そこ
で、各学校における生活科や総
合的な学習の時間の充実や、地
域のよさを生かした学習活動の
充実、地域と連携した学校行事
の充実を図ります。
　こうしたことから、本事業に
おいて各小学校・義務教育学校
が特色ある学校づくりを推進し
ていくための予算措置を行いま
す。

全実施校に対
する地域連携
を基盤とし
た、各学校の
実情に合わせ
た取組をして
いる割合

特色ある学校づくりを進
めるためには、地域連携
を基盤として、各学校や
子どもたちの実情に応じ
た取組を進めていくこと
が必要であることから、
本指標を設定しました。

100% 100%

各校に一定の学校裁量型
予算を配分することで、
積極的に、学習ボラン
ティアなど、地域の方を
招いた活動や地域と協働
した体験など、地域と連
携した取組を進めること
ができました。

4

各学校の特性を生かし創
意工夫をした取組が実施
されるとともに、保護者
や地域住民等をゲスト
ティーチャーとして招い
たり、地域の方々がボラ
ンティアとして活動した
りして、地域と協働した
自主的な活動が実施され
ました。

現状維持

国の方向性からも、保護
者や地域と連携した取組
は重要です。各学校の特
色を生かした取組は当該
事業で効果も見られ、今
後も必要な事業であると
考えます。

教育研究支
援課

教育指導
活動支援
事業(各教
育事務所
分含む）

　各中学校・義務教育学校にお
ける教科指導、校外活動等を支
援するため、生徒の学力向上及
び体験学習の推進に資するため
の環境整備を推進します。
　各中学校・義務教育学校の情
報化及び教職員の校務を支援す
るため、ＩＣＴ機器の利活用を
促進するとともに、校内ＬＡＮ
実践事業におけるパソコンの配
備及び活用、教育用コンピュー
タ及び教職員用コンピュータの
機器更新を計画的に推進しま
す。
　図書充実事業により、学校図
書館図書の整備・充実を図りま
す。

教育指導、学
力向上に資す
る教育環境の
充実

　教科指導、校外活動等
を支援するため、生徒の
学力向上及び体験学習の
推進に資するための環境
整備を図ります。

100% 100%

教育指導活動に要す
る環境を整備し、教
育環境の充実に努め
ます。

教育指導活動に要する教
科書やＩＣＴ機器などの
環境を整備し、教育環境
を充実することができま
した。

4

生徒の学力向上や学習の
推進をさせるために、教
職員一人一台パソコンの
機器更新、学校図書購入
及び環境整備の費用、社
会科副読本の印刷、学級
数の増加による教科書・
指導資料の購入など、教
科指導の一層の充実を図
ることができました。

現状維持

学習指導要領に応じた教
科書及び指導書の活用が
図れるよう、適正に配当
します。パソコンの配備
や教育用コンピュータ及
び教職員用コンピュータ
の機器更新を推進し、今
後も、情報機器にかかる
環境整備に取り組んでい
きます。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成30年
度以降の事
業の方向性

所見

所管課長等による評価

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成29年度） 事業の評価

教育研究支
援課

教育研究
推進事業

　各中学校・義務教育学校が生
徒や地域の実態に応じた特色あ
る教育活動を展開することを支
援するとともに、すべての中学
生に職場体験学習の機会を与
え、自己の進路や社会のことに
ついて考えたり、社会人から学
んだりすることができるように
します。

特色ある学校
づくりと職場
体験学習を両
方とも実施し
た中学校・義
務教育学校後
期課程の割合

特色ある学校づくりと職
場体験学習については、
全ての中学校で取り組む
べき内容であることか
ら、実施校の割合を指標
とし、１００％を目標と
します。

100% 100%

各中学校・義務教育学校
において、地域の実態に
応じた特色ある学校づく
りの取組が、学校支援地
域本部の活動を中心とし
て、地域の方との協働で
推進されました。
職場体験学習についても
市内全中学校・義務教育
学校で地域の事業所の協
力を得て実施されまし
た。

4

各学校で創意工夫した特
色ある学校づくりが進
み、職場体験学習及び思
春期ライフプラン教育に
ついても全ての中学校で
実施されました。地域や
保護者と連携しながら、
各学校が自主的な活動を
展開することができまし
た。

現状維持

特色ある学校づくりは、
各校がより主体的に取組
を進められるよう事業を
推進していく必要があり
ます。職場体験学習につ
いては、実社会での体験
ができる貴重な機会であ
るので、各中学校・義務
教育学校の現状や地域性
も考慮しながら事業を推
進していく必要がありま
す。

教育研究支
援課

健康教育
推進事業
（教育研
究支援
課）

　学校・園において、発達段階
に応じた健康教育の指導充実を
図るとともに、学校、家庭、地
域が一体となった取り組みを行
うことで、子どもたちの健康課
題について、子どもたち自らが
主体的に解決できる能力の向上
を図ります。

健康教育の指
導充実

子どもたちの発達段階に
応じた健康教育の指導充
実を図るとともに、学
校、家庭、地域が一体と
なった取組を行うこと
で、子どもたちの健康課
題について、子どもたち
自らが主体的に解決でき
る能力の向上を図りま
す。

子どもたちの発達段
階に応じた健康教育
の指導充実

三師会（学校医、学校歯
科医、学校薬剤師）との
連携のもと、子どもたち
の発達段階に応じた健康
教育の指導充実ができま
した。
また、今日的な課題であ
るがん教育について研修
を進めることができまし
た。

4

子どもたちの発達段階に
応じた健康教育の指導を
充実することができまし
た。
学校保健推進委員会で
は、保健関係書類の扱い
等を検討・協議を重ね、
方向性を出すことができ
ました。
今日的課題であるがん教
育について、がん経験者
の方の話を伺うなど研修
を進めることができまし
た。

現状維持

引き続き、子どもたちの
発達段階に応じた健康教
育の指導充実を図るとと
もに、学校、家庭、地域
が一体となった取組を行
うことで、健康課題につ
いて子どもたち自らが主
体的に解決できる能力の
向上を図ります。
健康診断の在り方や課題
について、より良い方向
を目指し、学校保健推進
委員会で検討を進めま
す。

教育研究支
援課

幼稚園保
健管理事
業（各教
育事務所
含む）

　学校保健安全法に基づき、園
児の健康診断並びに各種検診業
務を行うことで、身体の発育や
疾病異常の早期発見に努め、健
康増進を図ります。また、学校
保健安全法施行規則の一部改正
に伴う園児の健康診断の変更点
について、実施することで見え
てきた課題について整理し、改
善に向けて医師会とも協議を進
めます。
　学校環境衛生基準に則した幼
稚園管理を行うことで、園児に
安全な環境を整えます。
　幼稚園管理下において発生し
た事故に対し、（独）日本ス
ポーツ振興センター法に基づい
た災害給付見舞金を支給するこ
とで、安心できる幼稚園体制づ
くりを図ります。

園児の健康増
進と、安全安
心な学校づく
りの推進

学校保健安全法に基づ
き、園児の健康増進を図
ります。
学校環境衛生基準に則し
た幼稚園管理を行い、園
児に安全な環境を整えま
す。
幼稚園管理下において発
生した事故に対し、災害
給付見舞金を支給するこ
とで、安心できるよう幼
稚園体制づくりを図りま
す。

園児の健康増進と、
安全安心な学校づく
りの推進

健康診断ならびに各種検
診業務を行うことで、身
体の発育や疾病異常の有
無などの早期発見に努
め、健康の増進を図るこ
とができました。医薬材
料を適切に購入し感染症
対策を行うことができま
した。

4

学校保健安全法に基づ
き、園児の健康診断等や
環境衛生検査を実施し園
児に安全な環境を整えま
した。また、幼稚園管理
下において発生した事故
に対し、災害給付見舞金
を支給し安心できる幼稚
園体制づくりを図りまし
た。
 

現状維持

今後も、学校保健安全法
に基づき、園児の健康増
進を図るとともに、健康
診断の方法等について、
より良い方向を目指し医
師会とも協議を進めま
す。
学校環境衛生基準に則し
た幼稚園管理を行い、園
児に安全な環境を整える
とともに、幼稚園管理下
において発生した事故に
対し、災害給付見舞金を
支給することで、安心で
きる幼稚園体制づくりを
図ります。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
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人権教育課
人権教育
関係事業

　子どもの発達段階に応じ、人
権にかかわる知識理解と豊かな
人権感覚を育み、それを様々な
場面や状況下で具体的な態度や
行動に現れるよう、環境づく
り、学習活動づくり、人間関係
づくりを進めていくため、全て
の中学校区で子ども人権フォー
ラムを実施するとともに、中学
校区における各園、学校の連
携、情報交換及び実践交流を行
います。

授業公開を伴
う中学校区人
権教育実践交
流会の実施

人権教育推進のため、授
業公開を伴う中学校区人
権教育実践交流会の実施
数を指標とします。

20校区 18校区

中学校区における人権教
育を進めるため、２０中
学校区（義務教育学校区
を含む）中１８校区にお
いて授業公開を伴う実践
交流会が実施されまし
た。実践交流会当日だけ
でなく、事前の指導案や
実践レポートの作成段階
から指導主事派遣の要請
があり、１，２００回を
超える要請がありまし
た。

4

各中学校において、人権
教育カリキュラム作成や
人権学習の事前事後の助
言指導等、校区担当指導
主事がきめ細かく入るこ
とで発達段階を踏まえた
系統性を持った人権教育
を推進することができて
います。

拡充・充
実

小中学校の人権学習が、
児童生徒の課題を基に取
り組まれると同時に児童
生徒の発達段階を踏まえ
系統性を持って取り組ま
れるために各中学校区人
権教育カリキュラムにも
とづいた授業研究と子ど
も人権フォーラムの充実
を図ります。

人権教育課

人権教育
推進事業
（小学
校）

　各小学校において、様々な人
権課題に取り組む人との出会い
学習を通して、子どもの自尊感
情を育て、一人ひとり自己実現
をめざす人権教育の推進を行い
ます。

人権教育カリ
キュラムを基
に児童の発達
段階に応じた
出会い学習の
実施

人権教育を推進するため
の様々な人権課題に取り
組む人との出会い学習の
実施率を指標とします。

人権教育カリキュラ
ムに基づき、児童の
発達段階や集団の課
題に基づいた出会い
学習を実施するとと
もに、主体的な学び
が生まれるよう事
前・事後学習を充実
させます。

人権教育カリキュラムに
基づいた人権学習に取り
組む中で、出会い学習を
より効果的なものとする
ために、講師と事前に打
ち合わせを行い、そのね
らいを共有することを大
切にした取組が定着して
きました。

4

部落問題や障がい者、外
国人にかかる人権等の個
別人権課題の解決に向け
て活動している方や、
「命の大切さ」や仲間づ
くりについて自己体験を
伝える方から学ぶ「出会
い学習」を人権学習の中
に位置づけることで、よ
り具体的に人権課題や生
き方について学習できる
ようになりました。ま
た、外国につながる児童
用の教材を購入し学習指
導を行い、より理解を深
めることができました。

拡充・充
実

人権課題の解決に向け
た、系統的な人権学習を
行うことをめざし、学級
の課題を明らかにしなが
ら、講師との事前の打ち
合わせを行うとともに、
事後学習として児童の感
想等を共有しながらその
後の取組の充実を図るな
ど、より効果的な人権学
習の実施をめざします。

人権教育課

人権教育
推進事業
（中学
校）

　各中学校において、様々な人
権問題に取り組む人たちとの出
会い学習を通して、子どもたち
の自尊感情を育て、お互いの人
権を尊重しあうことの大切さを
学ぶ人権教育を推進していきま
す。

人権教育カリ
キュラムを基
に生徒の発達
段階に応じた
出会い学習の
実施

人権教育を推進するため
の様々な人権課題に取り
組む人との出会い学習の
実施率を指標とします。

人権教育カリキュラ
ムに基づき、生徒の
発達段階や集団の課
題に基づいた出会い
学習を実施するとと
もに、主体的な学び
が生まれるよう事
前・事後学習を充実
させます。

人権教育カリキュラムに
基づいた人権学習に取り
組む中で、出会い学習を
より効果的なものとする
ために、講師と事前に打
ち合わせを行い、そのね
らいを共有することを大
切にした取組が定着して
きました。

4

人権問題の解決に向けて
身近で活動している方か
ら学ぶ「出会い学習」の
実施により、人権課題や
生き方についての具体的
な学習が充実してきてい
ます。また、外国につな
がる生徒用の教材を購入
し、学習指導を行い、よ
り理解を深めることがで
きました。

現状維持

人権課題の解決に向け
た、系統的な人権学習を
行うことをめざし、学級
の課題を明らかにしなが
ら、講師との事前の打ち
合わせを行うとともに、
事後学習として児童の感
想等を共有しながらその
後の取組の充実を図るな
ど、より効果的な人権学
習の実施をめざします。
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成果指標（平成29年度） 事業の評価

人権教育課

人権教育
推進事業
（幼稚
園）

　各幼稚園の人権教育を充実さ
せるため、人権問題にかかる研
修を行うとともに、様々な活動
に取り組む地域の人たちとの出
会い学習や絵本の読み聞かせ等
により園児に仲間の大切さや自
尊感情を育てる機会をつくりま
す。

園児の発達段
階に応じた出
会い学習の実
施

人権教育を推進するため
の様々な活動に取り組む
人との出会い学習の実施
率を指標とします。

人権教育カリキュラ
ムに基づき、園児の
発達段階や集団の課
題に基づいた出会い
学習を実施します。

人権に関する出会い学習
を通して、幼児の発達段
階に応じて、それぞれの
個性や価値観等を認め合
うことを目的とした出会
い学習をすべての園で実
施できました。

4

全園児を対象に、人権問
題の解決に向けて取り組
んでいる様々な人との出
会いや、絵本の読み聞か
せを通して自分を大切に
し、他者を大切にできる
幼児教育活動に取り組
み、園児の人権感覚を高
めるとともに保護者への
啓発につながることがで
きました。

現状維持

発達段階に応じ、様々な
活動に取り組んでいる地
域の方との出会いや、絵
本の読み聞かせを通して
自分を大切にし、他者を
大切にできる幼児教育活
動に取り組み、園児の人
権感覚を高めるとともに
保護者への啓発に努めま
す。

人権教育課

人権教育
関係事業
（教育事
務所含
む）

  地域における人権意識の高揚
を図るため、地域住民を対象に
人権教育講演会等の地域ネット
ワーク事業の実施、公民館講座
等での人権出前講座を実施しま
す。
　また、園児・保護者を対象と
した人権人形劇の公演や、外国
人住民等を対象とした日本語講
座を開催します。

人権教育関係
事業で協働し
た市民活動団
体数

人権意識の高揚を図るた
め、人権教育関係事業で
協働した市民活動団体数
を指標とします。

32団体 41団体

各地域において活動して
いる団体と協働して、行
政主導ではなく市民と協
働した人権教育・人権啓
発事業を実施することが
できました。また、子ど
もから高齢者まで参加し
楽しめる人権啓発事業を
実施することができまし
た。

4

各地域の人権ネットワー
ク組織と協働して人権教
育講演会等の人権教育関
係事業を実施することが
できました。今後も、地
域の各種団体との連携を
図り、事業内容や事業実
施の周知方法を工夫して
さらに事業効果を高めて
いきます。

現状維持

誰もが住みよい地域をつ
くるため、今後とも各分
野にかかる人権問題につ
いて啓発を実施していく
ことが必要であり、地域
住民と協力し合い他事業
で実施されているものと
の重複を避け、事業内容
を十分検証しながら事業
を進めていきます。

人権教育課

教育集会
所管理運
営事業
（教育事
務所含
む）

　教育集会所を中心として、人
権問題にかかる学習会や人権教
育講演会等を開催し、地域にお
ける人権意識の高揚に努めま
す。

地域における
人権学習会や
小集会への参
加者数

人権意識の高揚のために
開催する、教育育集会所
等において実施した人権
学習会等の参加者数を指
標とします。

5,100人 5,620人
地域の課題に応じて学習
を行うことができまし
た。

3

教育集会所を人権教育の
拠点施設として、地域の
課題に応じた住民参加型
の学習会を行い、地域に
おける人権意識の向上と
人権啓発を行うことがで
きました。ただ一部、地
域住民の過疎化等により
充分活用されていない教
育集会所も存在してお
り、今後は地域人権教育
の学習内容をさらに充実
させていくとともに、教
育集会所の事業内容や在
り方について検討してい
きます。

拡充・充
実

高洲町教育集会所の雨漏
り改善に向けた改修設計
業務を行いました。教育
集会所は、地域の子ども
達にとって、学習会や友
だちづくりの拠り所と
なっており、また地域住
民のコミュニケーション
活動の場として活用され
ています。今後も教育集
会所の在り方を検討して
いくとともに、人権教育
の拠点施設として、さら
に充実させていきます。
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生涯学習課

生涯学習
振興事業
（教育事
務所分含
む）

　市民一人ひとりが生きがいの
ある充実した人生を送るため、
市民が主役となる生涯学習の振
興を目指すとともに、社会教育
関係団体の活動を支えること
で、地域の活発な生涯学習活動
を目指します。学校体育施設及
び旧学校体育施設を開放するこ
とにより地域住民の活動を支援
します。

生涯学習環境
の充実

社会教育関係団体の自主
運営への支援・育成や学
校体育施設の開放による
生涯学習活動の施策の効
果を検証します。また、
生涯学習講座や指導者研
修会の充実による人材育
成の状況や、青少年野外
活動センターの事業や運
営の活性化が指標になる
と考えます。

生涯学習振興計画
（平成２５年度～平
成２９年度）に基づ
く当該年度の実施計
画（進捗管理チェッ
クリスト）の実施

計画実施最終年度として
は概ね遂行できました。
本計画の成果を教育振興
ビジョンへ繋げていきた
いと考えています。

3

津市ＰＴＡ連合会等の社
会教育関係団体への支援
を通じて、地域や学校で
の指導的な役割を担う人
材の育成を図りました。
津市ＰＴＡ連合会は平成
２６年度に自立し4年目
になりましたが、他の団
体の自立に向けた支援に
取り組む必要がありま
す。
各学校体育施設や旧学校
施設の維持管理や効率的
な使用については、利用
団体及び地域の住民の理
解によるところが大きい
ので、今後も利用者及び
地域住民の協力が必要で
す。

現状維持

生涯学習振興の施策実施
及び社会教育関係団体の
活動を支援することによ
り市民生活の充実を図っ
ていくことは重要です。
財政支援を行っている青
少年野外活動センターを
青少年教育の拠点として
更に充実するよう支援し
ます。また、自立した津
市ＰＴＡ連合会について
も指導助言をし、他の社
会教育関係団体について
引き続き支援します。

生涯学習課

青少年対
策事業
（教育事
務所分含
む）

　青少年の健全育成を目的とし
た津市青少年問題協議会を開催
し、行政・関係機関・関係団体
との情報交換を推進します。学
校やＰＴＡ、関係機関、関係団
体の代表者からなる中央青少年
育成指導員による中央街頭指導
の充実を図り、「愛の声かけ」
に重点を置いた街頭指導活動を
推進します。
　小・中・高校生を中心とした
青少年に対し、電話相談・面接
相談・メール相談などの青少年
相談の実施や学校との連携によ
る青少年の問題行動の早期発
見・未然防止を図ります。
　さらに、津市子ども会育成者
連合会や地区青少年育成団体へ
の支援を通して、青少年育成団
体の育成と活動の充実を図り、
青少年の健全育成と非行防止の
市民運動を進めます。
　平成２５年度から事業見直し
により、青少年センター管理運
営事業は、青少年対策事業に含
めて、進めています。

「愛の声か
け」「注意・
指導」回数

実施値が安定してきたた
め、目標値を７，０００
回とします。

7,000回 6,922回

中央青少年育成指導員、
地区青少年育成指導員、
青少年センター相談員に
よる巡回回数等を増や
し、積極的に青少年への
声かけ活動を行いまし
た。

3

「愛の声かけ」を中心に
非行防止の取組を行い、
青少年の健全育成に努め
ることができました。青
少年の動向も十分踏ま
え、今後、指導の在り方
について、柔軟に対応で
きるようにしていきま
す。
 ・「子どもＳＯＳの家」
旗事業の周知・啓発に努
め、市内全域において、
約3,700箇所の協力を得
ることができました。ま
た、こうした取組による
つながりにより、学校、
家庭、地域、関係機関等
と連携し、市全域で一体
感を持った青少年健全育
成につながる活動を支援
することができました。
  子ども会大会や洋上教
室等、広く子どもたちが
参加できる行事を積極的
に支援したことで、子ど
も会活動の持つ意義等に
ついて、育成者の中で共
通理解を図る取組を進め
ることができました。ま
た、都市部での子ども会
活動の再活性化を図るた
め、関係団体との協力を
進め、保護者、学校、地
域が一体となって取り組
むことができました。

現状維持

青少年の健全育成を推進
するうえで、各団体の
様々な活動をより支援す
るとともに、学校、家
庭、地域、関係機関等の
連携による地区ぐるみの
取組が重要です。
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生涯学習課
放課後児
童健全育
成事業

　小学校に就学している昼間保
護者がいない家庭の児童（放課
後児童）に遊びや生活の場を提
供し、健全な育成を図るととも
に、女性の就労の増加や少子化
が進行する中、子育て支援の充
実を図ります。

放課後児童ク
ラブの新設又
は施設整備支
援個所数

子育て支援の施策とし
て、放課後児童の居場所
づくりを進めることは大
切なことであり、市内の
必要な地域に放課後児童
クラブの設置を進めま
す。そのため、新たに必
要な地域のクラブ新設お
よび施設整備を指標とし
て進めます。

2クラブ 1クラブ

津みどりの森こども園整
備に伴う神戸地区放課後
児童クラブの移転整備を
実施し、児童の居場所の
充実を図ることができま
した。

4

放課後児童クラブの開設
日数や対象人数等に応じ
た補助金を交付すること
で、放課後児童クラブの
適切な運営に寄与するこ
とができました。
また、津みどりの森こど
も園整備に伴う移転整備
工事や借用施設解消のた
めの新築工事に係る設
計、その他必要とされる
地区への放課後児童クラ
ブの整備や施設維持に係
る修繕等を行うことによ
り、放課後児童の居場所
や安全の確保を図ること
ができました。

拡充・充
実

運営費補助金の交付支援
により財政負担の軽減や
施設維持修繕等により施
設の安全対策を図ること
により、放課後児童の居
場所や安全の確保を図る
ことができました。ま
た、年度末に運営マニュ
アルを作成し、保護者等
の負担軽減に取り組みま
した。
平成３０年度は、観音寺
地区放課後児童クラブの
新築工事、新町地区放課
後児童クラブ及び一志東
地区放課後児童クラブの
移転整備並びに、上野地
区放課後児童クラブ改修
工事に係る実施設計を進
めていきます。
また、放課後児童クラブ
が未設置校区のうち２校
区において放課後子供教
室を支援していきます。

生涯学習課
成人式関
係事業

　津市の新成人を祝い励ます式
として津市成人式を開催するた
め、式の企画進行を行う成人式
実行委員会を支援するととも
に、新成人が参加して良かった
と思える式づくりを行います。

参加新成人の
満足度

新成人参加者全員にアン
ケートを配付し、より適
正な指標となるようにし
ます。

満足度
９１％以

上
92.41%

成人式を１部と２部に分
け、式典を１部、成人式
実行委員会主催を２部と
しました。２部では、レ
スリングの吉田沙保里選
手のビデオレター、Jazz
Band HAKUSANの演
奏、よさこいチーム天
狗ぅ及び三重大学応援団
の出演により、新成人へ
の激励のメッセージと演
舞で式を盛り上げまし
た。

3

市域全体による１か所開
催も11年目となり、市民
にも定着してきたと言え
ます。
式当日は、事前に周辺道
路に渋滞予告の看板を設
置するなど、交通渋滞の
解消に努めることができ
ました。また、会場は一
般利用者との区分けを
し、平穏確保に一定の成
果をみることができまし
た。
式の企画・運営を成人式
実行委員会中心に進める
ことは、今後も継続して
いきますが、式の簡素化
についても検討していき
ます。

見直し

平成２９年度における成
人式の総括をもとに、内
容、会場等総合的に成人
式実行委員会を支援して
いきます。会場は一般利
用者との区分けを実施
し、会場の平穏確保に一
定の成果がみられまし
た。また、改正民法によ
り、成人年齢が１８歳に
引き下げられ、２０２２
年４月１日に施行される
ため、施行年度の２０２
２年度は、１８歳から２
０歳が成人を迎えます。
３学年同時開催の場合
は、会場内の設営や交通
渋滞が懸念されるととも
に、駐車場の確保につい
ても課題があり、成人式
の在り方について政府の
２０１９年度末までのと
りまとめを見据え検討し
ます。
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生涯学習課

公民館管
理運営事
業
（教育事
務所分を
含む）

　法令に基づいた保守点検業務
等の実施、小修繕や補修工事等
により、地域における生涯学習
の拠点として、施設内の安全で
快適な学習環境の改善を図りま
す。

公民館施設の
適正な管理

昭和40年代に建設された
公民館等、老朽化してい
る施設が増えてきている
ため、長寿命化が図れる
よう適正な管理に努めま
す。

安全で快適な施設を
維持するため、修繕
や改修が必要となっ
た場合は、適切な対
応を行います。

教育委員会所管の独立し
た公民館施設２１施設に
ついて、適正な管理を行
いました。主な事業とし
て波瀬公民館空調設備改
修工事を行いました。

4

計画的な改修として教育
所管施設のトイレの洋式
化を行うなど、公民館の
利用者が安全に安心して
利用できるよう、公民館
管理事業を計画的かつ効
果的に行うことができま
した。

拡充・充
実

施設が老朽化してきてい
るところもあるため、引
き続き利用者が快適で安
全に施設を利用できるよ
う、計画的に施設の修繕
や改修に係る事業拡充を
進めます。

生涯学習課

公民館講
座等関係
事業
（教育事
務所分含
む）

　これまでの公民館講座をさら
に充実・発展させ、関係団体等
との連携による人づくり、まち
づくりを目的にした「地域力創
造セミナー」を開講するなど、
公民館活動の充実を図っていき
ます。

公民館講座の
開催数

公民館活動の充実を図る
ため、公民館講座数を指
標とします。

650講座 707講座

目標の講座数を開催しま
した。今年度は、地域力
創造セミナーの中でも子
どもや若年層に焦点をあ
てた講座や家庭教育支援
セミナーを重点的に開催
することができました。

4

生涯学習の場として、個
人の教養を高める教養セ
ミナーや地域の課題を解
決する力をつける地域力
創造セミナーを開催する
など、講座の内容の充実
を図りました。
また、公民館講座修了生
による自主講座も活発に
行われ、主体的な学習活
動の支援に努めることが
できました。

拡充・充
実

今後は、日ごろ公民館を
利用することの少ない若
年層に公民館を利用して
いただくため、家庭教育
支援セミナーの充実や若
い世代向けの講座の開催
を進めていく必要があり
ます。

生涯学習課
公民館施
設整備事
業

利用者の安全で快適な学習環境
を確保するため、老朽化してい
る公民館施設の改修整備を図り
ます。

公民館施設の
改修整備

昭和40年代に建設された
公民館等、老朽化してい
る施設が増えてきている
ため、計画的に施設の改
修整備に取り組みます。

老朽化した施設を改
修整備することによ
り、安全で快適な地
域の学習や活動の拠
点とします。

新しい時代の公民館の第
一弾として、分割のでき
る多目的ホールや地域の
人が気軽に利用できるス
ペースを備えた施設とし
て設計を行うことができ
ました。

4

老朽化した一身田公民館
を整備するため、新しい
時代の公民館の第一弾と
して、地域の多世代の方
に気軽に御利用いただく
ことができる施設とする
べく、地元や利用者と協
議を重ねました。その中
で、地域の会議等で多人
数が集まったり、分割し
て講座等を開催したりす
ることができる多目的
ホールや地域の人が気軽
に利用できるスペースを
備えた施設として設計を
行うことができました。

拡充・充
実

今後は、一身田公民館を
始めとして、老朽化した
公民館を津市公共施設等
総合管理計画の個別計画
である公民館に係る整備
指針に基づきながら、多
世代の方が安全で気軽に
利用できる公民館を目指
して、整備を進めていき
ます。

生涯学習課
文化財保
護管理事
業

　国指定史跡谷川士清旧宅をは
じめ、坂本山古墳など所管する
文化財などを年間を通じて公開
できるよう、適正な維持管理を
行います。

適正な維持管
理

適正な維持管理を行い、
文化財の一般公開や活用
を図ります。

年間を通じて文化財
を公開できるよう必
要な維持管理を行い
ます。

適正な維持管理ができま
した。

4

谷川士清旧宅、池の谷古
墳ほか３０カ所の文化財
について、年間を通じて
適切な維持管理を行い、
市民に文化財と触れる環
境を提供することができ
ました。

現状維持

市民に文化財に触れる環
境づくりが必要であり、
今後も継続して実施する
必要があります。
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生涯学習課
文化財保
護活用事
業

　文化財を後世に伝え、これを
活用することを目的として、文
化財の指定、指定文化財の修理
事業などに対する補助金の交
付、史跡などの整備・公開や説
明板の設置、公共施設を利用し
た文化財の展示などを通じて文
化財の啓発事業を行います。

指定文化財・
登録文化財数

文化財の調査研究の進展
に伴う指定文化財の増加
を目標とします。

432件 432件

２件の文化財について、
市指定文化財に指定する
ことができました。この
ほか、重要文化財の専修
寺御影堂と如来堂が国宝
となり、県指定文化財の
指定１件（県指定に伴う
市指定の解除１件）があ
りました。

4

修理が必要な文化財や無
形民俗文化財などの伝承
活動に対して補助を行う
ことにより、これらを後
世に残すことができ、調
査研究成果の公開や説明
板の設置を行うことに
よって、文化財の普及公
開に役立てることができ
ました。また、旧明村役
場庁舎については、施設
整備に向けて実施設計に
基づいた耐震補強等改修
工事を行いました。

現状維持

文化財は郷土の歴史・文
化を知る上で必要な資料
であり、指定文化財の保
護に対する支援、文化財
の調査研究などを進めま
す。

生涯学習課

埋蔵文化
財保護活
用事業
（単独）

　市内に所在する埋蔵文化財の
保護措置協議や試掘・確認調査
等、出張講座等の普及啓発事業
を通し、埋蔵文化財の保護・活
用を推進します。

適正な保護管
理

埋蔵文化財の適正な保護
管理を指標とします。

各種開発行為に係る
埋蔵文化財保護と、
埋蔵文化財を活用し
た市民への埋蔵文化
財保護の普及啓発を
進めます。

大規模公共事業だけでな
く民間による小規模な開
発等についても、文化財
保護の必要性から啓発を
強め、結果として埋蔵文
化財保護と普及啓発が実
施できました。

4

各種開発行為等に係る埋
蔵文化財の有無の確認へ
の対応、開発事業者との
保護措置協議や試掘・確
認調査等に迅速に対応す
るとともに、普及啓発事
業を通し、埋蔵文化財の
活用・公開を図ることが
できました。

現状維持

各種開発行為と埋蔵文化
財の保護に係る協議調整
を適正かつ円滑に行い、
埋蔵文化財保護の推進を
図るとともに、埋蔵文化
財の活用を促進し、埋蔵
文化財保護に対する市民
の理解が深まるように努
めます。

生涯学習課

埋蔵文化
財保護活
用事業
（補助）

　多気北畠遺跡の発掘調査、市
内遺跡試掘・確認調査、出土遺
物の保存科学処理等を国庫補助
金を受けて実施します。

適正な保護と
調査

埋蔵文化財の適正な保護
と調査等を指標としま
す。

埋蔵文化財保護活用
事業に資する調査及
び資料整備の推進。

埋蔵文化財保護活用事業
に資する調査や資料整備
を推進することができま
した。

4

国庫補助金及び県費補助
金を受けて実施している
多気北畠氏遺跡金国寺跡
の地形測量調査、個人住
宅建設等に伴う市内遺跡
試掘・確認調査、山ノ下
古墳群Ｂ支群出土品の保
存処理の事業について
は、地域の歴史・文化の
保護・活用に関する資料
を得ることができまし
た。
また、多気北畠氏遺跡に
関しては、美杉ふるさと
資料館において企画展示
を開催し、資料の活用や
市民への普及を進めるこ
とができました。

現状維持

国庫補助金及び県費補助
金を受けて、多気北畠氏
遺跡の測量調査、個人住
宅建設等に伴う市内遺跡
の試掘・確認調査、市内
遺跡出土遺物保存処理を
実施します。

生涯学習課

埋蔵文化
財セン
ター管理
運営事業

　埋蔵文化財保護活用事業の拠
点施設である埋蔵文化財セン
ター、久居分室及び多気北畠氏
遺跡調査分室の維持・管理を行
います。

埋蔵文化財セ
ンターの適正
な維持管理

埋蔵文化財センター（分
室を含む）の適正な維持
管理を指標とします。

埋蔵文化財を適正な
環境で整理・保管す
るための適正な施設
の維持管理を目標と
します。

埋蔵文化財を適正な環境
で整理・保管するための
施設の維持管理ができま
した。

4

発掘調査の出土品や記録
類を適切な環境で整理・
保管するために、維持管
理を行いました。
また、地域や学校の要望
を踏まえ、展示や説明の
機会を提供しました。

現状維持

埋蔵文化財の調査研究及
び保管に適した施設の維
持管理に努めます。今後
も、調査等の成果を踏ま
え、地域や学校との連携
をしながら、成果の開示
や津市の歴史についての
解説にも取り組みます。
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生涯学習課

埋蔵文化
財緊急発
掘調査事
業

　民間開発事業に伴い市内遺跡
の緊急発掘調査を受託し、遺跡
の記録保存を図ります。

緊急発掘調査
への適正な対
応

緊急発掘調査への適正な
対応

民間開発事業に係る
保護措置協議、発掘
調査、報告書作成等
への適正な対応を目
標とします。

平成２９年度は、緊急発
掘調査受託に至る事業が
ありませんでした。

4

平成２９年度は、民間開
発事業に伴う遺跡の発掘
調査等を受託する事業は
ありませんでしたが、開
発等にあたっては文化財
保護のための協力に向け
ての説明、指導等を行
い、適正な対応をするこ
とができました。

現状維持

民間開発事業等にあたっ
ては、事業者との保護協
議を行い適切に対応して
いきます。

生涯学習課
資料館等
管理運営
事業

　市内各地域の歴史を広く周知
するため、市内６ヶ所の資料館
等で各種歴史資料を収集・展示
し、来館者への展示・啓発を行
います。また、郷土資料の収集
や保存修理にも努めています。

入館者数

資料館の展示を通じて市
民に広く津市の歴史文化
を知ってもらうため、入
館者数を指標とします。

20,000
人

23,043
人

一身田寺内町の館と中央
公民館では、県内初の国
宝建造物専修寺御影堂と
如来堂を紹介する写真パ
ネル展を開催し、美杉ふ
るさと資料館と中央公民
館で企画展示を行い利用
促進を図りました。

4

常設展示のほか、ボラン
ティアガイドの活動拠点
とすることにより郷土の
歴史・文化を知る場を提
供することができまし
た。また、専修寺御影堂
と如来堂の国宝指定を
きっかけに多くの方が一
身田寺内町への見学者が
多くなったことから引き
続き、多くの方に津市の
歴史・文化を知ってもら
えるよう、地域の歴史文
化をの特性を活かした企
画展示を実施していきま
す。

現状維持

常設展示と企画展示を継
続して行うことともに、
地域の歴史文化の特性を
活かした展示内容を実施
します。また、地域や学
校とも連携し、より多く
の市民が活用いただける
ように取り組みます。白
山郷土資料館は、老朽化
等に伴い一般公開を休止
していることから、引き
続き展示資料を白山地域
の公共施設で公開すると
ともに、施設のあり方に
ついて検討を行っていき
ます。

津図書館
図書館管
理運営事
業

　市民（市内在勤・在学者を含
む）を対象に図書館サービスを
提供するため、９館２室の図書
館(室）における職員の管理、施
設管理、広報活動及び庶務事務
等の図書館管理業務を円滑で効
率的に行います。

事務の効率化
の推進

各館で行っていた契約事
務及び支払い事務等を集
約処理しています。ま
た、図書館の規模に応じ
た適正な業務・人員配置
等の検討を行い、引き続
き事務の効率化を図りま
す。

事務の効率化の推進
支払い事務等を津図書館
に集約し処理をしていま
す。

4

毎月定期的に各図書館職
員による会議を開催し、
業務全般にわたって話し
合い情報を共有すること
で、図書館の円滑な運営
及び適切な維持管理等を
行うことができました。
広報活動についても、図
書館のホームページを更
新し、市民への利便性の
向上を図りました。

現状維持

適正な管理運営に努めて
おり、引き続き経費の削
減と効率化に取り組みま
す。
また、今後も適正な人員
配置や育成、適切な施設
管理に努め、図書館サー
ビスの向上に取り組みま
す。
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津図書館
図書館活
動事業

　図書館利用者からの様々な
ニーズに応えられるよう、図書
資料の充実や情報・資料提供
サービスの充実・強化を図りな
がら、読書活動の振興に向けた
事業を実施し、利用者サービス
の向上及び新たな利用者の拡大
に努めます。

団体貸出冊数

子ども読書活動の推進を
図るため、地域の公共施
設や団体、学校等を対象
とした団体貸出の利用促
進に努めます。

36,000
冊

29,584
冊

前年度に引き続き、団体
貸出利用者対象への新規
開拓への取組を行いまし
たが、目標の数値を下回
りました。引き続き、教
育関係機関や新たな老人
保健施設への更なるPRを
行うとともに、既に登録
している団体への利用促
進を図る必要がありま
す。

3

図書資料については、副
本購入の見直し、他館と
の相互利用、利用者の調
査、研究に資するための
資料の補充及び買い替え
等を行い、幅広い資料を
提供するとともに、既存
資料の汚れや破損につい
ても極力修理を行い、予
算内での資料の充実を図
ることができました。
団体貸出については、放
課後児童クラブや青少年
センターへ案内を送付す
るなど、新たな利用者の
開拓に取り組みました
が、貸出冊数を回復する
ことができませんでし
た。教育関係機関、新た
な老人保健施設への更な
るPRに努め、既に登録し
ている団体への利用促進
の強化にも努めます。
図書館行事については、
市民の利便性を考慮し、
開催場所や内容の検討を
行うことで、身近で来館
しやすい環境を作り、ま
た、ボランティアのため
の養成講座の開催や活動
場所の提供等の支援を行
い、子ども読書活動推進
計画に基づく行事におい
ては、多くの参加者があ
り、幅広く読書振興を図
ることができました。

拡充・充
実

本事業は図書館運営の根
幹をなすもので、今後も
引き続きよりよい図書館
サービスの向上に努めて
いきます。
また、教育振興ビジョン
の趣旨にのっとり、子ど
も読書活動が衰退してい
かないよう、推進事業を
実施していきます。

学校教育課

教育振興
事務事業
（学校教
育課）

　「教員が子どもたちと向き合
う時間の確保」を具現化するた
めに、統合型校務支援システム
を構築し、校務の電子化を進め
ることで効率的かつ迅速な校務
処理を実現します。

1年間に市全
体で業務の効
率化により創
出時間

　10月から市内全小中学
校で統合型校務支援シス
テムの運用を開始し、機
能や管理するデータの範
囲を順次拡大する中で、
平成34年度には、当該シ
ステム未導入時と比較し
て、市全体で効率化によ
る時間の創出を年間約
61,750時間(担任一人当
たり年間50時間、担任外
の教職員一人あたり年間
25時間)を目標設定して
います。

システムを導入し、
業務の標準化を進め
るとともに、運用に
係る研修を実施し、
教職員のスキルを高
めるとともに、情報
管理の意識を高め
る。

教職員アンケートの実
施、外部機関によるアン
ケート結果の分析

3

市内小中学校・義務教育
学校に統一した統合型校
務支援システムを10月か
ら導入し、学籍管理、出
席管理、指導要録（様式
1）、卒業証書の印刷に
ついて運用を開始し、そ
れに伴う教職員研修を10
回実施しました。

拡充・充
実

平成29年度の実績に加
え、統一した書式による
通知表の運用、指導要録
（様式２）、備品管理、
保健管理について、運用
を拡大していきます。
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